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小
林
勝

条
裁
判

東
京
高
裁
で
第
１
回
控
訴
審

20

大
衆
行
動
を
背
景
に
判
決
を
引
き
出
す

年

月
、
東
京
地
裁
に
提
訴

11
し
て
き
た
。
今
年
の
５
月
30

日
の
判
決
は
、
訴
え
を
棄
却

す
る
不
当
判
決
。
弁
護
団
は
、

「
仕
事
内
容
の
実
態
が
ほ
と

ん
ど
変
わ
ら
な
い
こ
と
な
ど

の
金
銭
解
決
）
」
の
２
法
案
を

経
済
界
と
の
要
求
を
受
け
入
れ

成
立
さ
せ
る
思
い
が
あ
る
。

そ
の
先
頭
に
立
つ
の
が
、
再

度
の
登
場
と
な
る
加
藤
勝
信
厚

労
大
臣
だ
。
「
働
き
方
改
革
」

の
名
の
下
、
衆
参
両
院
の
審
議

を
尽
く
す
こ
と
な
く
短
時
間
の

強
行
採
決
で
成
立
さ
せ
た
。
と

り
わ
け
「
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
エ

グ
ゼ
ン
プ
シ
ョ
ン
（
残
業
代
ゼ

ロ
法
案
）
」
は
、

協
定
な
ど

36

労
基
法
を
改
悪
さ
せ
る
一
里
塚

に
し
て
し
ま
っ
た
。
こ
の
こ
と

に
関
し
て
安
倍
首
相
は
、
「
戦

後

年
で
初
め
て
労
基
法
を
改

70
正
で
き
た
」
と
大
喜
び
を
し
た
。

「
世
界
で
一
番
企
業
が
活
躍
で

き
る
国
に
す
る
」
を
目
指
す
安

倍
首
相
の
本
音
が
出
た
。

労
働
戦
線
が
一
つ
に
な
っ

て
、
「
首
切
り
自
由
」
に
抗
し

て
い
か
な
け
れ
ば
強
行
採
決
成

立
を
さ
れ
る
危
機
感
を
共
有
す

る
と
き
だ
。

を
延
ば
し
た
。

次
回
の
口
頭
弁
論
（
集
結
）

は
、
２
ヵ
月
後
の

月

日

11

11

（

時
・
４
２
４
号
法
廷)

15
に
持
ち
越
さ
れ
た
。
そ
の
後

の
和
解
聴
取
で
も
新
た
な
進

展
は
生
ま
れ
な
か
っ
た
。
報

告
会
で
は
、
「
こ
こ
ま
で
来

た
ら
、
裁
判
だ
け
で
は
不
十

分
、
被
告
の
大
学
や
裁
判
所

を
追
い
詰
め
る
大
衆
行
動
と

世
論
喚
起
が
絶
対
に
必
要
」

と
強
調
さ
れ
た
。
『
支
援
す

る
会
』
事
務
局
は
翌
日
に
事

務
局
会
議
を
開
き
対
策
を
議

論
し
た
。

労
働
組
合
と
し
て
、
学
園

と
の
団
体
交
渉
を
重
ね
る
。

大
衆
行
動
と
し
て
は
、
我
孫

子
駅
北
口
の
街
宣
行
動
、
市

民
と
学
生
に
学
園
の
非
道
な

や
り
方
や
問
題
を
正
さ
な
い

姿
勢
を
ア
ピ
ー
ル
す
る
。

《
小
林
勝

条
裁
判
》

20

専
任
教
員
と
の
本
俸
そ
の

他
の
待
遇
差
が
労
働
契
約
法

条
に
違
反
す
る
と
し
て

20

16

９
月

日
、
中
央
学
院
大
学

11

の
非
常
勤
講
師
の
小
林
勝
さ
ん

の
東
京
高
裁
第
１
回
控
訴
審
が

開
か
れ
ま
し
た
。
白
井
幸
夫
裁

判
長
は
、
原
告
、
被
告
と
も
主

張
や
証
拠
書
類
が
揃
っ
て
い
る

こ
と
を
確
認
す
る
や
否
や
「
結

審
」
し
た
か
っ
た
よ
う
だ
っ
た

が
、
原
告
弁
護
団
の
「
新
た
な

主
張
を
加
え
る
」
と
し
た
機
転

に
よ
り
、
渋
る
よ
う
に
「
結
審
」

の
事
実
を
積
み
重
ね
て
き
た

が
、
ま
っ
た
く
形
式
的
に
切
り

捨
て
た
」
。
小
林
さ
ん
は
不
当

判
決
以
上
に
非
常
勤
講
師
全
体

の
待
遇
改
善
を
是
正
し
た
い
思

い
か
ら
高
裁
に
提
訴
し
た
。

首
切
り
自
由
法
案
の
本
気
度
１
０
０
％

厚
労
大
臣
に
再
び
悪
代
官
加
藤
勝
信

安
倍
晋
三
首
相
は
、

年
18

通
常
国
会
で
強
行
採
決
に
よ

り
、
労
働
法
制
改
悪
成
立
さ

せ
た
。
そ
の
中
で
デ
ー
タ
偽

造
の
発
覚
で
断
念
し
た
「
裁

量
労
働
制
の
営
業
職
へ
の
拡

大
」
と
法
案
化
に
至
ら
な
か

っ
た
「
首
切
り
自
由
（
解
雇



出典：時事通信

資
本
の
搾
取
は
続
く

労
働
分
配
率
は
下
降

内
部
留
保
は
４
６
３
兆
円
に
前
年
度
４
４
６
兆
円

国
民
に
負
担
が
の
し
か
か
る
２
％
増
税

資
本
の
言
い
な
り
に
消
費
増
税
す
る
安
倍
政
権

消
費
税
率

％
へ
の
引
き
上

10

げ
ま
で
あ
と
半
月
。
社
会
保
障

の
充
実
を
目
指
し
た
増
税
を
掲

げ
て
、
年
４
・
６
兆
円
の
新
た

な
国
民
の
負
担
が
生
ま
れ
る
。

政
府
は
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決

済
時
の
ポ
イ
ン
ト
還
元
な
ど
で

負
担
軽
減
を
図
り
、
景
気
に
「
十

二
分
な
対
策
」（
安
倍
晋
三
首
相
）

を
講
じ
る
な
ど
し
て
国
民
の
目

先
を
惑
わ
す
。
米
中
対
立
を
は

じ
め
海
外
経
済
の
リ
ス
ク
は
増

大
す
る
中
、
消
費
税
増
税
が
景

気
の
下
押
し
圧
力
に
な
る
不
安

は
明
ら
か
。
そ
れ
で
も
安
倍
政

権
は
、
資
本
の
要
請
を
受
け
て

増
税
に
走
る
。

【
消
費
税
２
％
引
上
げ
】

現
行
の
８
％
か
ら
２
％
分
の

増
税
で
見
込
ま
れ
る
本
来
の
負

担
増
は
５
・
７
兆
円
だ
が
、
飲

食
料
品
な
ど
の
税
率
を
据
え
置

く
軽
減
税
率
の
導
入
に
よ
り
、

負
担
は
１
・
１
兆
円
軽
く
な

る
。
政
府
は
増
税
に
伴
う
歳
入

分
の
う
ち
、
幼
児
教
育
の
無
償

化
や
医
療
機
関
に
支
払
わ
れ
る

診
療
報
酬
の
補
填
に
３
・
２
兆

円
を
振
り
向
け
る
。
加
え
て
、

ポ
イ
ン
ト
還
元
や
低
所
得
者
向

け
「
プ
レ
ミ
ア
ム
付
き
商
品
券
」

の
発
行
な
ど
に
２
兆
円
規
模
を

よ
う
と
し
て
い
る
が
、
こ
れ
で

は
何
の
た
め
の
２
％
引
上
げ
か

わ
か
ら
な
く
な
る
。
低
所
得
者

だ
け
が
苦
し
み
の
伴
う
消
費
税

の
増
税
は
誤
り
だ
。

年
度
の
約
１
９
７
兆
円

08
に
比
べ
て
５
・
６
％
の
増
加

に
な
っ
て
い
る
。
企
業
が
設

け
た
お
金
の
う
ち
、
労
働
者

の
賃
金
や
ボ
ー
ナ
ス
な
ど
に

回
さ
れ
た
割
合
を
示
す
「
労

働
分
配
率
」
も
、

年
間
で

10

％
か
ら

％
に
下
落
し
て

74

66

い
る
。

内
部
留
保
の
伸
び
に
対
す

る
経
団
連
の
回
答
は
、「
内
部

留
保
は
あ
く
ま
で
も
企
業
が

生
き
て
い
く
た
め
。
儲
け
る

充
て
る
。
合
計
す
る
と
関
連
歳

出
は
５
兆
円
を
超
え
、
税
率
引

き
上
げ
に
伴
う
増
収
分
を
上
回

っ
て
し
ま
う
。

年
４
月
の
前

14

回
増
税
後
、
消
費
低
迷
が
長
引

き
、
政
府
は
二
の
舞
い
を
避
け

財
務
省
が
９
月
２
日
に
発
表

し
た
２
０
１
８
年
度
の
法
人
企

業
統
計
（
金
融
・
保
険
業
を
除

く
）
は
、
企
業
が
蓄
え
た
内
部

留
保
に
当
た
る
「
利
益
剰
余
金
」

が
前
年
度
比
３
・
７
％
増
の
４

６
３
兆
１
３
０
８
億
円
と
、
７

年
連
続
で
過
去
最
高
を
更
新
し

た
。
一
方
、
労
働
者
た
ち
の
賃

金
は
全
く
伸
び
ず
、
企
業
の
利

益
と
は
対
照
的
で
搾
取
が
進
ん

で
い
る
。
資
本
は
相
変
わ
ら
ず

も
う
け
を
賃
金
に
振
り
向
け
ず

に
蓄
え
続
け
て
い
る
。

内
部
留
保
の
内
訳
は
、
製
造

業
が
１
６
３
兆
６
０
１
２
億

円
、
非
製
造
業
が
２
９
兆
５
２

９
６
億
円
で
、
い
ず
れ
も
過
去

最
高
を
更
新
。

年
度
は
世
界

18

経
済
の
拡
大
で
好
調
な
企
業
業

績
が
続
い
た
。
企
業
が
手
元
に

残
す
「
現
金
・
預
金
」
は
約
２

２
３
兆
円
で
、

年
前
の

年

10

08

度
の
約
１
・
５
倍
に
膨
ら
ん
だ

が
、
労
働
者
た
ち
の
賃
金
に
当

た
る
「
人
件
費
」
は
伸
び
て
い

な
い
。

る
の
が
目
的
で
は

な
い
」
と
利
益
第

一
主
義
を
否
定
す

る
が
、
そ
ん
な
ウ

ソ
は
通
ら
な
い
。

企
業
が
利
益
を

蓄
え
る
源
は
、
人

減
ら
し
と
過
酷
な

労
働
強
化
に
尽
き

る
。
労
働
者
が
働

く
こ
と
で
、
利
益

が
生
ま
れ
る
。
だ

か
ら
こ
そ
労
働
者

の

賃

金

を

下

げ

る
。
人
減
ら
し
を

す
る
こ
と
で
利
益

は

増

大

し

て

い

る
。

出展：東京新聞


